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別 紙 １

印紙税法基本通達新旧対照表 

(注)  アンダーラインを付した箇所が改正部分である。 

改正後 改正前 

第 44 条（作成等の意義） 

 法に規定する課税文書の「作成」とは、単な

る課税文書の調製行為をいうのでなく、課税文

書となるべき用紙等に課税事項を記載し、これ

を当該文書の目的に従って行使することをい

う。 

２ 課税文書の「作成の時」とは、次の区分に応

じ、それぞれ次に掲げるところによる。 

(1) 相手方に交付する目的で作成される課税文

書  当該交付の時 

 (2) 契約当事者の意思の合致を証明する目的で

作成される課税文書  当該証明の時 

 (3) 一定事項の付け込み証明をすることを目的

として作成される課税文書  当該最初の付

け込みの時 

 (4) 認証を受けることにより効力が生ずること

となる課税文書  当該認証の時 

 (5) 第５号文書のうち新設分割計画書  本店

に備え置く時 

  

第 44 条（作成等の意義） 

  法に規定する課税文書の「作成」とは、単な

る課税文書の調製行為をいうのでなく、課税文

書となるべき用紙等に課税事項を記載し、これ

を当該文書の目的に従って行使することをい

う。 

２ 課税文書の「作成の時」とは、次の区分に応

じ、それぞれ次に掲げるところによる。 

 (1) 相手方に交付する目的で作成される課税文

書  当該交付の時 

 (2) 契約当事者の意思の合致を証明する目的で

作成される課税文書  当該証明の時 

 (3) 一定事項の付け込み証明をすることを目的

として作成される課税文書  当該最初の付

け込みの時 

 (4) 認証を受けることにより効力が生ずること

となる課税文書  当該認証の時 

 (5) 第５号文書のうち分割計画書  商法第

374 条の 2 第１項の規定により本店に備え置

く時 

第 100 条の 2（金融機関等が事業を譲渡した場合）

  法第 12 条《預貯金通帳等に係る申告及び納付

等の特例》第 1 項の規定による承認を受けてい

る金融機関等が、当該承認を受けた日以降最初

に到来する 4月 1日から翌年 3月 31日までの期

間内に他の金融機関等に事業を譲渡した場合に

おいて、事業を譲り受けた金融機関等が事業を

譲渡した金融機関等の当該承認に係る預貯金通

帳等を事業の譲渡後も引き続き使用するときに

おける当該預貯金通帳等については、事業を譲

り受けた金融機関等が同条の規定による承認を

受けている預貯金通帳等として取り扱う。 

  なお、当該事業を譲り受けた金融機関等が同

項の規定による承認を受けていない場合には、

事業を譲り受けた金融機関等が新たに作成する

預貯金通帳等（新規の預貯金者に交付する新預

貯金通帳等及び既預貯金者に改帳により交付す

る新預貯金通帳等）については、相当印紙をは

り付ける方法等他の方法により印紙税を納付し

なければならないのであるから留意する。 

 

第 100 条の 2（金融機関等が営業を譲渡した場合）

  法第 12 条《預貯金通帳等に係る申告及び納付

等の特例》第 1 項の規定による承認を受けてい

る金融機関等が、当該承認を受けた日以降最初

に到来する 4月 1日から翌年 3月 31日までの期

間内に他の金融機関等に営業を譲渡した場合に

おいて、営業を譲り受けた金融機関等が営業を

譲渡した金融機関等の当該承認に係る預貯金通

帳等を営業譲渡後も引き続き使用するときにお

ける当該預貯金通帳等については、営業を譲り

受けた金融機関等が同条の規定による承認を受

けている預貯金通帳等として取り扱う。 

  なお、当該営業を譲り受けた金融機関等が同

項の規定による承認を受けていない場合には、

営業を譲り受けた金融機関等が新たに作成する

預貯金通帳等（新規の預貯金者に交付する新預

貯金通帳等及び既預貯金者に改帳により交付す

る新預貯金通帳等）については、相当印紙をは

り付ける方法等他の方法により印紙税を納付し

なければならないのであるから留意する。 
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改正後 改正前 

第 100 条の 3（金融機関等が会社分割した場合）

  法第 12 条《預貯金通帳等に係る申告及び納付

等の特例》第 1 項の規定による承認を受けてい

る金融機関等が、当該承認を受けた日以降最初

に到来する 4月 1日から翌年 3月 31日までの期

間内に分割して金融機関等の業務の一部又は全

部を承継させた場合において、会社分割により

金融機関等の業務を承継した金融機関等（この

条において「分割承継金融機関等」という。）が

分割前の金融機関等（この条において「分割金

融機関等」という。）の当該承認に係る預貯金通

帳等を会社分割後も引き続き使用するときにお

ける当該預貯金通帳等については、分割承継金

融機関等が同条の規定による承認を受けている

預貯金通帳等として取り扱う。 

  なお、分割承継金融機関等が当該会社分割後

に作成する預貯金通帳等については、次により

取り扱う。 

 (1) 新設分割の場合 

  イ 分割承継金融機関等が新規の預貯金者に

交付する預貯金通帳等については、法第12

条第 1 項の規定は適用しない。 

  ロ 分割金融機関等に口座を有していた既預

貯金者に改帳により交付する預貯金通帳等

については、分割金融機関等が法第 12 条第

1 項の規定による承認を受けている場合に

は、同条の規定を適用し、分割金融機関等

が同項の規定による承認を受けていない場

合には、同条の規定を適用しない。 

 (2) 吸収分割の場合 

  イ 同一種類の預貯金通帳等について、分割

金融機関等が法第12条第1 項の規定による

承認を受けていて、分割承継金融機関等が

同項の規定による承認を受けていない場合

   (ｲ) 新規の預貯金者に交付する預貯金通帳

等及び分割承継金融機関等に分割前から

口座を有している既預貯金者に改帳によ

り交付する預貯金通帳等については、法

第 12 条の規定は適用しない。 

   (ﾛ) 分割金融機関等に口座を有していた既

預貯金者に改帳により交付する預貯金通

帳等については、法第 12 条の規定を適用

する。 

  ロ 同一種類の預貯金通帳等について、分割

金融機関等が法第12条第1項の規定による

承認を受けておらず、分割承継金融機関等

が同項の規定による承認を受けている場合

   (ｲ) 新規の預貯金者に交付する預貯金通帳

第 100 条の 3（金融機関等が分割した場合） 

  法第 12 条《預貯金通帳等に係る申告及び納付

等の特例》第 1 項の規定による承認を受けてい

る金融機関等が、当該承認を受けた日以降最初

に到来する 4月 1日から翌年 3月 31日までの期

間内に分割して金融機関等の業務の一部又は全

部を承継させた場合において、分割により金融

機関等の業務を承継した金融機関等（この条に

おいて「分割承継金融機関等」という。）が分割

前の金融機関等（この条において「分割金融機

関等」という。）の当該承認に係る預貯金通帳等

を分割後も引き続き使用するときにおける当該

預貯金通帳等については、分割承継金融機関等

が同条の規定による承認を受けている預貯金通

帳等として取り扱う。 

  なお、分割承継金融機関等が当該分割後に作

成する預貯金通帳等については、次により取り

扱う。 

 (1) 新設分割の場合 

  イ 分割承継金融機関等が新規の預貯金者に

交付する預貯金通帳等については、法第12

条第 1 項の規定は適用しない。 

  ロ 分割金融機関等に口座を有していた既預

貯金者に改帳により交付する預貯金通帳等

については、分割金融機関等が法第 12 条第

1 項の規定による承認を受けている場合に

は、同条の規定を適用し、分割金融機関等

が同項の規定による承認を受けていない場

合には、同条の規定を適用しない。 

 (2) 吸収分割の場合 

  イ 同一種類の預貯金通帳等について、分割

金融機関等が法第12条第1 項の規定による

承認を受けていて、分割承継金融機関等が

同項の規定による承認を受けていない場合

   (ｲ) 新規の預貯金者に交付する預貯金通帳

等及び分割承継金融機関等に分割前から

口座を有している既預貯金者に改帳によ

り交付する預貯金通帳等については、法

第 12 条の規定は適用しない。 

   (ﾛ) 分割金融機関等に口座を有していた既

預貯金者に改帳により交付する預貯金通

帳等については、法第 12 条の規定を適用

する。 

  ロ 同一種類の預貯金通帳等について、分割

金融機関等が法第12条第1項の規定による

承認を受けておらず、分割承継金融機関等

が同項の規定による承認を受けている場合

   (ｲ) 新規の預貯金者に交付する預貯金通帳
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改正後 改正前 

等及び分割承継金融機関等に分割前から

口座を有している既預貯金者に改帳によ

り交付する預貯金通帳等については、法

第 12 条の規定を適用する。 

   (ﾛ) 分割金融機関等に口座を有していた既

預貯金者に改帳により交付する預貯金通

帳等については、法第 12 条の規定は適用

しない。 

  （注）法第12条の規定が適用されないことと

なる預貯金通帳等については、相当印紙

をはり付ける方法等他の納付方法により

印紙税を納付しなければならないのであ

るから留意する。 

 

等及び分割承継金融機関等に分割前から

口座を有している既預貯金者に改帳によ

り交付する預貯金通帳等については、法

第 12 条の規定を適用する。 

   (ﾛ) 分割金融機関等に口座を有していた既

預貯金者に改帳により交付する預貯金通

帳等については、法第 12 条の規定は適用

しない。 

  （注）法第12条の規定が適用されないことと

なる預貯金通帳等については、相当印紙

をはり付ける方法等他の納付方法により

印紙税を納付しなければならないのであ

るから留意する。 

第 104 条（非課税預貯金通帳に係る口座の数の計

算） 

  令第 12 条《預貯金通帳等に係る申告及び納付

の承認の申請等》第 2 項に規定する「非課税預

貯金通帳に係る口座」の数の計算は、次による。

 (1) 所得税法（昭和 40 年法律第 33 号）第 9 条

《非課税所得》第 1 項第 2 号に規定する預貯

金の預貯金通帳に係る口座の数 当該預貯金

通帳に係る口座数 

 (2) 令第 30 条《非課税となる普通預金通帳の範

囲》に規定する普通預金の通帳に係る口座の

数 法第 12 条《預貯金通帳等に係る申告及び

納付等の特例》第 1 項の承認に係る期間の開

始の日の 1 年前（年の途中から預貯金取引が

開始されたものについては当該取引の開始の

日）から引き続き所得税法第 10 条《障害者等

の少額預金の利子所得等の非課税》の規定に

より、所得税が課されないこととなっている

普通預金の通帳に係る口座数 

 （注）複合預金通帳又は複合寄託通帳に付け

込んで証明される所得税法第10条の規定

によりその利子につき所得税が課されな

いこととなる普通預金に係る口座につい

ては、「非課税預貯金通帳に係る口座」に

該当しないのであるから留意する。 

 

 

 

 

 

第 104 条（非課税預貯金通帳に係る口座の数の計

算） 

  令第 12 条《預貯金通帳等に係る申告及び納付

の承認の申請等》第 2 項に規定する「非課税預

貯金通帳に係る口座」の数の計算は、次による。

 (1) 所得税法（昭和 40 年法律第 33 号）第 9 条

《非課税所得》第 1 項第 2 号に規定する預貯

金の預貯金通帳に係る口座の数 当該預貯金

通帳に係る口座数 

 (2) 令第 30 条《非課税となる普通預金通帳の範

囲》に規定する普通預金の通帳に係る口座の

数 法第 12 条《預貯金通帳等に係る申告及び

納付等の特例》第 1 項の承認に係る期間の開

始の日の 1 年前（年の途中から預貯金取引が

開始されたものについては当該取引の開始の

日）から引き続き所得税法第 10 条《老人等の

少額預金の利子所得等の非課税》の規定によ

り、所得税が課されないこととなっている普

通預金の通帳に係る口座数 

 （注）複合預金通帳又は複合寄託通帳に付け

込んで証明される所得税法第10条の規定

によりその利子につき所得税が課されな

いこととなる普通預金に係る口座につい

ては、「非課税預貯金通帳に係る口座」に

該当しないのであるから留意する。 
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改正後 改正前 

別表第一 課税物件、課税標準及び税率の取扱い 別表第一 課税物件、課税標準及び税率の取扱い

第１号の１文書 

 

 

 

第１号の１文書 

 

（不動産の意義） 

１ 「不動産」とは、おおむね次に掲げるものを

いう。 

 (1) 民法（明治29年法律第89号）第86条《不動

産及び動産》に規定する不動産 

 (2) 工場抵当法（明治38年法律第54号）第9条の

規定により登記された工場財団 

 (3) 鉱業抵当法（明治38年法律第55号）第3条の

規定により登記された鉱業財団 

 (4) 漁業財団抵当法（大正14年法律第9号）第6

条の規定により登記された漁業財団 

 (5) 港湾運送事業法（昭和26年法律第161号）第

26条《工場抵当法の準用》の規定により登記

された港湾運送事業財団 

 (6) 道路交通事業抵当法（昭和27年法律第204

号）第6条《所有権保存の登記》の規定により

登記された道路交通事業財団 

 (7) 観光施設財団抵当法（昭和43年法律第91号）

第7条《所有権の保存の登記》の規定により登

記された観光施設財団 

 (8) 立木ニ関スル法律（明治42年法律第22号）

の規定により登記された立木 

   ただし、登記されていない立木であっても

明認方法を施したものは、不動産として取り

扱う。 

   なお、いずれの場合においても、立木を立

木としてではなく、伐採して木材等とするも

のとして譲渡することが明らかであるとき

は、不動産として取り扱わず、物品として取

り扱う。 

 (9) 鉄道抵当法（明治38年法律第53号）第28条

の2の規定により登録された鉄道財団 

 (10) 軌道ノ抵当ニ関スル法律（明治42年法律第

（不動産の意義） 

１ 「不動産」とは、おおむね次に掲げるものを

いう。 

 (1) 民法（明治29年法律第89号）第86条に規定

する不動産 

 (2) 工場抵当法（明治38年法律第54号）第9条の

規定により登記された工場財団 

 (3) 鉱業抵当法（明治38年法律第55号）第3条の

規定により登記された鉱業財団 

 (4) 漁業財団抵当法（大正14年法律第9号）第6

条の規定により登記された漁業財団 

 (5) 港湾運送事業法（昭和26年法律第161号）第

26条《工場抵当法の準用》の規定により登記

された港湾運送事業財団 

 (6) 道路交通事業抵当法（昭和27年法律第204

号）第6条《所有権保存の登記》の規定により

登記された道路交通事業財団 

 (7) 観光施設財団抵当法（昭和43年法律第91号）

第7条《所有権の保存の登記》の規定により登

記された観光施設財団 

 (8) 立木ニ関スル法律（明治42年法律第22号）

の規定により登記された立木 

   ただし、登記されていない立木であっても

明認方法を施したものは、不動産として取り

扱う。 

   なお、いずれの場合においても、立木を立

木としてではなく、伐採して木材等とするも

のとして譲渡することが明らかであるとき

は、不動産として取り扱わず、物品として取

り扱う。 

 (9) 鉄道抵当法（明治38年法律第53号）第28条

の2の規定により登録された鉄道財団 

 (10) 軌道ノ抵当ニ関スル法律（明治42年法律第

不動産、鉱業権、無体財産権、船舶若しく

は航空機又は営業の譲渡に関する契約書 

不動産、鉱業権、無体財産権、船舶若しく

は航空機又は営業の譲渡に関する契約書 
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改正後 改正前 

28号）第1条の規定により登録された軌道財団

 (11) 自動車交通事業法（昭和6年法律第52号）

第38条の規定により登録された自動車交通事

業財団 

 

28号）第1条の規定により登録された軌道財団

 (11) 自動車交通事業法（昭和6年法律第52号）

第38条の規定により登録された自動車交通事

業財団 

（不動産の従物） 

２ 不動産とその附属物の譲渡契約書で、当該不

動産と当該附属物の価額をそれぞれ区分して記

載しているものの記載金額の取扱いは、次によ

る。 

(1) 当該附属物が当該不動産に対して従物（民

法第87条《主物及び従物》の規定によるもの

をいう。以下この項において同じ。）の関係

にある場合は、区分されている金額の合計額

を第1号の1文書（不動産の譲渡に関する契約

書）の記載金額とする。 

(2) 当該附属物が当該不動産に対して従物の関

係にない場合は、当該不動産に係る金額のみ

を第1号の1文書（不動産の譲渡に関する契約

書）の記載金額とし、当該附属物に係る金額

は第1号の1文書の記載金額としない。 

 

（不動産の従物） 

２ 不動産とその附属物の譲渡契約書で、当該不

動産と当該附属物の価額をそれぞれ区分して記

載しているものの記載金額の取扱いは、次によ

る。 

(1) 当該附属物が当該不動産に対して従物（民

法第87条の規定によるものをいう。以下この

項において同じ。）の関係にある場合は、区

分されている金額の合計額を第1号の1文書

（不動産の譲渡に関する契約書）の記載金額

とする。 

(2) 当該附属物が当該不動産に対して従物の関

係にない場合は、当該不動産に係る金額のみ

を第1号の1文書（不動産の譲渡に関する契約

書）の記載金額とし、当該附属物に係る金額

は第1号の1文書の記載金額としない。 

（不動産の買戻し約款付売買契約書） 

６ 買戻し約款のある不動産の売買契約書の記載

金額の取扱いは、次による。 

(1) 買戻しが再売買の予約の方法によるもので

ある場合は、当該不動産の売買に係る契約金

額と再売買の予約に係る契約金額との合計金

額を記載金額とする。 

(2) 買戻しが民法第579条《買戻しの特約》に規

定する売買の解除の方法によるものである場

合は、当該不動産の売買に係る契約金額のみ

を記載金額とする。 

（商号の意義） 

17 「商号」とは、商法（明治32年法律第48号）

第11条《商号の選定》及び会社法（平成17年

法律第86号）第6条《商号》に規定する商号を

いう。 

（不動産の買戻し約款付売買契約書） 

６ 買戻し約款のある不動産の売買契約書の記載

金額の取扱いは、次による。 

(1) 買戻しが再売買の予約の方法によるもので

ある場合は、当該不動産の売買に係る契約金

額と再売買の予約に係る契約金額との合計金

額を記載金額とする。 

(2) 買戻しが民法第579条に規定する売買の解

除の方法によるものである場合は、当該不動

産の売買に係る契約金額のみを記載金額とす

る。 

（商号の意義） 

17 「商号」とは、商法第16条《商号の選定》に

規定する商号をいう。 
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改正後 改正前 

第１号の２文書 

 

 

 

第１号の２文書 

 

（地上権の意義） 

１ 「地上権」とは、民法第265条《地上権の内容》

に規定する地上権をいい、同法第269条の2《地

下又は空間を目的とする地上権》に規定する地

下又は空間の地上権を含む。 

 

（地上権の意義） 

１ 「地上権」とは、民法第265条に規定する地上

権をいい、同法第269条の2に規定する地下又は

空間の地上権を含む。 

（土地の賃借権の意義） 

２ 「土地の賃借権」とは、民法第601条《賃貸借》

に規定する賃貸借契約に基づき賃借人が土地

（地下又は空間を含む。）を使用収益できる権

利をいい、借地借家法（平成3年法律第90号）第

2条《定義》に規定する借地権に限らない。 

 

（土地の賃借権の意義） 

２ 「土地の賃借権」とは、民法第601条に規定す

る賃貸借契約に基づき賃借人が土地（地下又は

空間を含む。）を使用収益できる権利をいい、

借地借家法（平成3年法律第90号）第2条に規定

する借地権に限らない。 

第１号の３文書 

 

 

第１号の３文書 

 

 

（消費貸借の意義） 

１ 「消費貸借」とは、民法第587条《消費貸借》

に規定する消費貸借をいい、民法第588条《準消

費貸借》に規定する準消費貸借を含む。 

なお、消費貸借の目的物は、金銭に限らない

ことに留意する。 

 

（消費貸借の意義） 

１ 「消費貸借」とは、民法第587条に規定する消

費貸借をいい、民法第588条に規定する準消費貸

借を含む。 

なお、消費貸借の目的物は、金銭に限らない

ことに留意する。 

第２号文書 

 

 

第２号文書 

 

 

（請負の意義） 

１ 「請負」とは、民法第632条《請負》に規定す

る請負をいい、完成すべき仕事の結果の有形、

無形を問わない。 

 

 

 

 

（請負の意義） 

１ 「請負」とは、民法第632条に規定する請負を

いい、完成すべき仕事の結果の有形、無形を問

わない。 

消費貸借に関する契約書 消費貸借に関する契約書 

請負に関する契約書 請負に関する契約書 

地上権又は土地の賃借権の設定又は譲渡

に関する契約書 

地上権又は土地の賃借権の設定又は譲渡

に関する契約書 
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改正後 改正前 

第４号文書 

 

 

 

第４号文書 

 

 

 

 

（法人の社員又は出資者の意義） 

１ 「法人の社員」とは、法人の構成員としての

社員、例えば、合名会社、合資会社又は合同会

社の社員をいい、また「法人の出資者」とは、

法人に対して事業を営むための資本として財

産、労務又は信用を出資した者をいう。 

 

（法人の社員又は出資者の意義） 

１ 「法人の社員」とは、法人の構成員としての

社員、例えば、合名会社、合資会社又は有限会

社の社員をいい、また「法人の出資者」とは、

法人に対して事業を営むための資本として財

産、労務又は信用を出資した者をいう。 

（特別の法律により法人の発行する債券の範囲）

２ 「特別の法律により法人の発行する債券」と

は、商工債券、農林債券等会社法以外の法律の

規定により発行する債券をいう。 

 

（特別の法律により法人の発行する債券の範囲）

２ 「特別の法律により法人の発行する債券」と

は、商工債券、農林債券等商法以外の法律の規

定により発行する債券をいう。 

（社債券の範囲） 

４ 「社債券」とは、会社法の規定による社債券、

特別の法律により法人の発行する債券及び相互

会社（保険業法（平成7年法律第105号）第2条第

5項《定義》の相互会社をいう。以下同じ。）の

社債券に限られるのであって、学校法人又はそ

の他の法人が資金調達の方法として発行するい

わゆる学校債券等を含まない。 

 

（社債券の範囲） 

４ 「社債券」とは、商法の規定による社債券、

特別の法律により法人の発行する債券及び相互

会社（保険業法（平成7年法律第105号）第2条第

5項《定義》の相互会社をいう。以下同じ。）の

社債券に限られるのであって、学校法人又はそ

の他の法人が資金調達の方法として発行するい

わゆる学校債券等を含まない。 

（合併存続会社等が訂正して発行する株券） 

６ 合併があった場合において、合併後存続する

株式会社又は合併によって設立された株式会社

が、合併によって消滅した株式会社の既発行株

券を訂正し、合併後存続する株式会社又は合併

によって設立された株式会社の発行する株券と

して株主に交付する場合には、当該訂正後の株

券を株主に交付する時に、新たな株券を作成し

たものとして取り扱う。 

 

 

 

（合併存続会社等が訂正して発行する株券） 

６ 会社合併の場合において、合併後存続する会

社又は合併によって設立された会社が、合併に

よって消滅した会社の既発行株券を訂正し、合

併後存続する会社又は合併によって設立された

会社の発行する株券として株主に交付する場合

には、当該訂正後の株券を株主に交付する時に、

新たな株券を作成したものとして取り扱う。 

株券、出資証券若しくは社債券又は投資信

託、貸付信託若しくは特定目的信託の受益

証券 

株券、出資証券若しくは社債券又は投資信

託、貸付信託若しくは特定目的信託の受益

証券 
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改正後 改正前 

（譲渡制限の旨を記載する株券） 

７ 株式会社がその発行する全部又は一部の株式

の内容として譲渡による当該株式の取得につい

て当該株式会社の承認を要する旨の定めを設け

たときに、株主に対して既に交付している株券

を提出させ、これに会社法第216条第3号《株券

の記載事項》による当該承認を要する旨を記載

して交付する場合の当該株券については、同法

第219条第1項《株券の提出に関する公告等》に

規定する行為の効力が生ずる日の前後を問わ

ず、新たな株券を作成したものとして取り扱う。

 

（譲渡制限の旨を記載する株券） 

７ 株式の譲渡につき取締役会の承認を要する旨

を定めた会社が、株主に対して既に交付してい

る株券を提出させ、これに商法第225条第8号に

よる当該承認を要する旨を記載して交付する場

合の当該株券については、同法第350条第1項に

規定する一定期間経過後であるかどうかを問わ

ず、新たな株券を作成したものとして取り扱う。

（払込金額の意義） 

８ 令第24条第1項《株券等に係る一株又は一口の

金額》に規定する「払込金額」とは、次に掲げ

る株券の区分に応じ、それぞれ次に掲げる金額

が該当する。 

(1) 発起人が引き受ける設立時発行株式に係る

株券  会社法第34条第1項《出資の履行》の

規定により払い込まなければならないことと

されている金銭の金額と給付しなければなら

ないこととされている金銭以外の財産の給付

があった日における当該財産の価額との合計

額を発起人が引き受ける設立時発行株式の数

で除して得た金額 

(2) 会社法第58条第1項《設立時募集株式に関す

る事項の決定》に規定する設立時募集株式（株

式を発行するものに限る。）に係る株券  同

項第2号に規定する当該設立時募集株式の払

込金額 

(3) 会社法第199条第1項《募集事項の決定》に

規定する募集株式（株式を発行するものに限

る。）に係る株券  同項第2号《募集事項の

決定》に規定する募集株式の払込金額 

(4) 新株予約権の行使により発行される株式に

係る株券  イ及びロに掲げる金額の合計額

を当該新株予約権の目的である株式の数で除

して得た金額 

（発行価額の意義） 

８ 令第24条第1号《株券等に係る一株又は一口の

金額》に規定する「発行価額」とは、商法第168

条の2第2号に規定する株式の発行価額又は第

280条の2第1項第2号に規定する新株の発行価額

をいうのであるが、次に掲げる株券については、

それぞれ次に掲げる価額を発行価額とすること

に留意する。 

 (1) 株式会社の設立に際して発行する株券  

商法第168条の2第2号に規定する株式の発行

価額 

 (2) 株式会社の成立後に発行する株券（(3)から

(5)に掲げるものを除く。）  商法第280条

の2第1項第2号に規定する新株の発行価額 

 (3) 転換予約権付株式の転換によって発行する

株券  当該転換予約権付株式の発行価額 

 (4) 強制転換条項付株式の転換によって発行す

る株券  当該強制転換条項付株式の発行価

額 

 (5) 新株予約権の行使によって発行する株券

（新株予約権付社債に付された新株予約権の

行使によって発行する株券を含む。）  当

該新株予約権の発行価額と当該新株予約権の

行使に際して払込を為すべき額との合計額の

１株当たりの額 
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改正後 改正前 

 イ 当該行使時における当該新株予約権の帳

簿価額 

 ロ 会社法第281条第1項《新株予約権の行使

に際しての払込み》又は第2項後段の規定に

より払い込まなければならないこととされ

ている金銭の金額と同項前段の規定により

給付しなければならないこととされている

金銭以外の財産の行使時の価額との合計額

 

（払込金額がない場合の意義） 

９ 令第24条第1号に規定する「払込金額がない場

合」に該当する株券は、例えば次のものが該当

する。 

(1) 株式の併合をしたときに発行する株券 

(2) 株式の分割をしたときに発行する株券 

(3) 株式の無償割当てをしたときに発行する株

券 

(4) 取得請求権付株式の取得と引換えに交付す

るために発行する株券 

(5) 取得条項付株式の取得と引換えに交付する

ために発行する株券 

(6) 全部取得条項付種類株式の取得と引換えに

交付するために発行する株券 

  (7) 株券の所持を希望していなかった株主の請

求により発行する株券 

(8) 株券喪失登録がされた後に再発行する株券

(9) 取得条項付新株予約権の取得と引換えに交

付するために発行する株券 

(10)持分会社が組織変更して株式会社になる際

に発行する株券 

(11)合併、吸収分割、新設分割、株式交換又は

株式移転に際して発行する株券 

 

（新 設） 

（資本金の額及び資本準備金の額の合計額の意

義） 

10 令第24条第1号に規定する「資本金の額及び資

本準備金の額の合計額」は、最終事業年度に係

る貸借対照表に記載された資本金の額及び資本

（資本の額及び資本準備金の額の意義） 

 

９  令第24条第1号に規定する「資本の額」及び「資

本準備金の額」は、最終の貸借対照表に記載さ

れた資本の額及び資本準備金の額（発行価額の



― 11 ―

改正後 改正前 

準備金の額の合計額（払込金額のない株券を発

行する日の属する事業年度中に合併、吸収分割、

新設分割、株式交換又は株式移転（この項にお

いて「合併等」という。）があった場合には、

当該合併等の効力発生日における資本金の額及

び資本準備金の額の合計額）によることとして

差し支えない。 

 

ない株券を発行する日の属する営業年度中に合

併、分割、株式交換又は株式移転（この項にお

いて「合併等」という。）があった場合には、

当該合併等の日の資本の額及び資本準備金の

額）によることとして差し支えない。 

（出資総額の意義） 

11 10の規定は令第24条第２号に規定する「出資

総額」について、これを準用する。 

 

（出資総額の意義） 

10 ９の規定は令第24条第２号に規定する「出資

総額」について、これを準用する。 

 

第５号文書 

 

 

 

第５号文書 

 

 

（合併契約書の範囲） 

１ 「合併契約書」は、株式会社、合名会社、合

資会社、合同会社及び相互会社が締結する合併

契約を証する文書に限り課税文書に該当するの

であるから留意する。 

 

（合併契約書の範囲） 

１ 「合併契約書」は、株式会社、有限会社、合

名会社、合資会社及び相互会社の合併契約書に

限り課税文書に該当するのであるから留意す

る。 

（吸収分割契約書及び新設分割計画書の範囲） 

２ 「吸収分割契約書」及び「新設分割計画書」

は、株式会社及び合同会社が吸収分割又は新設

分割を行う場合の吸収分割契約を証する文書又

は新設分割計画を証する文書に限り課税文書に

該当するのであるから留意する。 

（注）「新設分割計画書」は、本店に備え置く

文書に限り課税文書に該当する。 

 

（分割契約書及び分割計画書の範囲） 

２ 「分割契約書」及び「分割計画書」は、株式

会社及び有限会社の分割契約書及び分割計画書

に限り課税文書に該当するのであるから留意す

る。 

 （注）「分割計画書」は、商法第374条の2第1

項の規定により本店に備え置くものに限り

課税文書に該当する。 

（不動産を承継財産とする吸収分割契約書） 

３ 吸収分割契約書に記載されている吸収分割承

継会社が吸収分割会社から承継する財産のうち

に、例えば不動産に関する事項が含まれている

場合であっても、当該吸収分割契約書は第1号の

1文書（不動産の譲渡に関する契約書又は営業の

譲渡に関する契約書）には該当しないことに留

（不動産を承継財産とする分割契約書） 

３ 分割契約書に記載されている分割承継会社が

分割会社から承継する財産のうちに、例えば不

動産に関する事項が含まれている場合であって

も、当該分割契約書は第1号の1文書（不動産の

譲渡に関する契約書又は営業の譲渡に関する契

約書）には該当しないことに留意する。 

合併契約書又は分割契約書若しくは分

割計画書 

合併契約書又は吸収分割契約書若しく

は新設分割計画書 
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意する。 

 

（合併契約等の変更又は補充の事実を証するも

のの範囲） 

４ 合併契約又は吸収分割契約若しくは新設分割

計画（以下、この項において「合併契約等」と

いう。）の内容を変更する文書又は欠けていた

事項を補充する文書のうち、会社法又は保険業

法において合併契約等で定めることとして規定

されていない事項、例えば、労働契約の承継に

関する事項、就任する役員に関する事項等につ

いてのみ変更する文書又は補充する文書は、

「合併契約の変更又は補充の事実を証するも

の」、「吸収分割契約の変更又は補充の事実を

証するもの」及び「新設分割計画の変更又は補

充の事実を証するもの」には該当しない。 

 

（新 設） 

第６号文書 

 

 

第６号文書 

 

 

（定款の範囲） 

１ 「定款」は、株式会社、合名会社、合資会社、

合同会社又は相互会社の設立のときに作成する

定款の原本に限り第６号文書に該当するのであ

るから留意する。 

 

（定款の範囲） 

１ 「定款」は、株式会社、有限会社、合名会社、

合資会社又は相互会社の設立のときに作成する

定款の原本に限り第6号文書に該当するのであ

るから留意する。 

（変更定款） 

２ 株式会社又は相互会社の設立に当たり、公証

人の認証を受けた定款の内容を発起人等におい

て変更する場合の当該変更の旨を記載した公証

人の認証を要する書面は、たとえ「変更定款等」

と称するものであっても、第6号文書（定款）に

は該当しないものとして取り扱う。 

  なお、変更後の定款の規定の全文を記載した

書面によって認証を受けるときは、新たな定款

を作成したこととなり、その原本は、第6号文書

に該当するのであるから留意する。 

 

（変更定款） 

２ 株式会社、有限会社又は相互会社の設立に当

たり、公証人の認証を受けた定款の内容を発起

人等において変更する場合の当該変更の旨を記

載した公証人の認証を要する書面は、たとえ「変

更定款等」と称するものであっても、第6号文書

（定款）には該当しないものとして取り扱う。

  なお、変更後の定款の規定の全文を記載した

書面によって認証を受けるときは、新たな定款

を作成したこととなり、その原本は、第6号文書

に該当するのであるから留意する。 

定款 定款 
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改正後 改正前 

 

第１４号文書 

 

 

第１４号文書 

 

 

（寄託の意義） 

１ 「寄託」とは、民法第657条《寄託》に規定す

る寄託をいい、同法第666条《消費寄託》に規定

する消費寄託を含む。 

 

（寄託の意義） 

１ 「寄託」とは、民法第657条に規定する寄託を

いい、同法第666条に規定する消費寄託を含む。

第１６号文書 

 

 

 第１６号文書 

 

 

（配当金の範囲） 

４ 「配当金」とは、株式会社の剰余金の配当（会

社法第454条第5項《剰余金の配当に関する事項

の決定》に規定する中間配当を含む。）に係る

ものをいう。 

 

（配当金の範囲） 

４ 「配当金」とは、株式会社の利益の配当（商

法第293条の5第1項に規定する金銭の分配を含

む。）に係るものをいう。 

第１７号文書 

 

 

 

 

 

第１７号文書 

 

 

 

 

（債券の意義） 

16  令第28条《売上代金に該当しない対価の範

囲等》第2項第1号に規定する「債券」とは、起

債に係る債券をいうのであって、その権利の表

示方法がいわゆる現物債であると登録債又は振

替債であるとを問わない。 

 

（債券の意義） 

16 令第28条《売上代金に該当しない対価の範囲

等》第2項第1号に規定する「債券」とは、起債

に係る債券をいうのであって、その権利の表示

方法がいわゆる現物債であると登録債であると

を問わない。 

第１８号文書 

 

 

 

 

 

第１８号文書 

 

 

 

 

 

（非課税となる普通預金通帳の範囲） （非課税となる普通預金通帳の範囲） 

金銭又は有価証券の寄託に関する契約書 金銭又は有価証券の寄託に関する契約書 

配当金領収証又は配当金振込通知書 

１ 売上代金に係る金銭又は有価証券の

受取書 

２ 金銭又は有価証券の受取書で１に掲

げる受取書以外のもの 

１ 売上代金に係る金銭又は有価証券の

受取書 

２ 金銭又は有価証券の受取書で１に掲

げる受取書以外のもの 

預貯金通帳、信託行為に関する通帳、銀行

若しくは無尽会社の作成する掛金通帳、生

命保険会社の作成する保険料通帳又は生

命共済の掛金通帳 

預貯金通帳、信託行為に関する通帳、銀行

若しくは無尽会社の作成する掛金通帳、生

命保険会社の作成する保険料通帳又は生

命共済の掛金通帳 

配当金領収証又は配当金振込通知書 
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７ 令第30条《非課税となる普通預金通帳の範囲》

に規定する「所得税法（昭和40年法律第33号）

第10条《障害者等の少額預金の利子所得等の非

課税》の規定によりその利子につき所得税が課

税されないこととなる普通預金に係る預金通

帳」とは、預金者が同条に規定する非課税貯蓄

申告書を提出し、かつ、預け入れの際、同条に

規定する非課税貯蓄申込書を提出して預け入れ

た普通預金に係る普通預金通帳（勤務先預金通

帳のうち預金の払戻しが自由にできるものを含

む。）で、当該預金の元本が同条第1項に規定す

る最高限度額を超えないものをいう。なお、当

該預金通帳に係る普通預金の元本が同項に規定

する最高限度額を超える付け込みをした場合

は、当該付け込みをした時に課税となる普通預

金通帳を作成したものとして取り扱うが、当該

普通預金通帳については、そのとき以降１年間

は当該元本が再び同項に規定する最高限度額を

超えることとなっても、これを新たに作成した

ものとはみなさないこととして取り扱う。 

７ 令第30条《非課税となる普通預金通帳の範囲》

に規定する「所得税法（昭和40年法律第33号）

第10条《老人等の少額預金の利子所得等の非課

税》の規定によりその利子につき所得税が課税

されないこととなる普通預金に係る預金通帳」

とは、預金者が同条に規定する非課税貯蓄申告

書を提出し、かつ、預け入れの際、同条に規定

する非課税貯蓄申込書を提出して預け入れた普

通預金に係る普通預金通帳（勤務先預金通帳の

うち預金の払戻しが自由にできるものを含む。）

で、当該預金の元本が同条第1項に規定する最高

限度額を超えないものをいう。なお、当該預金

通帳に係る普通預金の元本が同項に規定する最

高限度額を超える付け込みをした場合は、当該

付け込みをした時に課税となる普通預金通帳を

作成したものとして取り扱うが、当該普通預金

通帳については、そのとき以降１年間は当該元

本が再び同項に規定する最高限度額を超えるこ

ととなっても、これを新たに作成したものとは

みなさないこととして取り扱う。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 


